
新 

別記第１号様式（第２条関係） 

 

  特 定 建 築 物 届 書                

年  月  日 

保健所長      様 

届出者 住 所(法人にあっては、主
たる事務所の所在地) 

氏 名(法人にあっては、名
称及び代表者の氏名)  

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第５条第１項（第２項）の規定により、

次のとおり届け出ます。 

特 定 建 築 物 の 名 称  

特 定 建 築 物 の 所 在 場 所  

特 定 建 築 物 の 用 途  

特 定 建 築 物 の 面 積 
用途内面積 ㎡ 

合 計 ㎡ 
用途外面積 ㎡ 

特定建築物の構造設備の概要  

特定建築物維持管理権原者 
住 所  

氏 名  

特定建築物の所有者（所有者
以外に当該特定建築物の全部
の管理について権原を有する
者があるときは、当該権原を
有する者） 

住 所  

氏 名  

建築物環境衛生管理技術者 
住 所  免状番号 

号 氏 名  

建築物環境衛生管理技術者が

兼任する他の特定建築物 

名 称  

所在場所  

特定建築物が使用される（特

定建築物に該当する）に至っ

た日 

年    月    日 

 

旧 

別記第１号様式（第２条関係） 

 

  特 定 建 築 物 届 書                

年  月  日 

保健所長      様 

届出者 住 所(法人にあっては、主
たる事務所の所在地) 

氏 名(法人にあっては、名
称及び代表者の氏名)  

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第５条第１項（第２項）の規定により、

次のとおり届け出ます。 

特 定 建 築 物 の 名 称  

特 定 建 築 物 の 所 在 場 所  

特 定 建 築 物 の 用 途  

特 定 建 築 物 の 面 積 
用途内面積 ㎡ 

合 計 ㎡ 
用途外面積 ㎡ 

特定建築物の構造設備の概要  

特定建築物維持管理権原者 
住 所  

氏 名  

特定建築物の所有者（所有者
以外に当該特定建築物の全部
の管理について権原を有する
者があるときは、当該権原を
有する者） 

住 所  

氏 名  

建築物環境衛生管理技術者 
住 所  免状番号 

号 氏 名  

建築物環境衛生管理技術者が

兼任する他の特定建築物 

名 称  

所在場所  

特定建築物が使用される（特

定建築物に該当する）に至っ

た日 

年    月    日 

 



新 

 

注１ 添付書類 

(１) 特定建築物周辺図 

(２) 特定建築物各階平面図 

(３) 受水槽及び高置水槽の平面図及び断面図 

(４) 汚水槽及び雑用水槽の平面図及び断面図 

(５) 給排水系統図 

(６) 空気調和設備の平面図及び断面図 

(７) 空気調和系統図 

(８) 特定建築物の所有者以外に特定建築物維持管理権原者がある場合（(９)に規

定する場合を除く。）にあっては、当該特定建築物維持管理権原者が当該特定建

築物の維持管理について権原を有することを証する書類 

(９) 特定建築物の所有者以外に当該特定建築物の全部の管理について権原を有す

る者がある場合にあっては、当該者が当該権原を有することを証する書類 

(10) 建築物環境衛生管理技術者の免状の写し 

(11) 建築物環境衛生管理技術者が同時に２以上の特定建築物の建築物環境衛生管

理技術者を兼ねる場合にあっては、建築物における衛生的環境の確保に関する法

律施行規則第５条第２項の規定による確認の結果（同条第４項の規定による意見

の聴取を行った場合は当該意見の内容を含む。）を記載した書面の写し 

２ 「特定建築物の面積」の欄には、延べ面積を記載すること。 

３ 「用途内面積」の欄には、特定建築物の用途部分、便所等の付随部分及び倉庫等

の附属部分の面積を記載し、「用途外面積」の欄には、専ら特定建築物の用途以外

の部分の面積を記載すること。 

４ 「特定建築物維持管理権原者」及び「特定建築物の所有者（所有者以外に当該特

定建築物の全部の管理について権原を有する者があるときは、当該権原を有する

者）」の欄には、法人にあっては「住所」の欄に主たる事務所の所在地、「氏名」の

欄に法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

５ 届書等の用紙の大きさは、図面等のやむを得ないものを除き、日本産業規格Ａ４

とすること。 

旧 

 

注１ 添付書類 

(１) 特定建築物周辺図 

(２) 特定建築物各階平面図 

(３) 受水槽及び高置水槽の平面図及び断面図 

(４) 汚水槽及び雑用水槽の平面図及び断面図 

(５) 給排水系統図 

(６) 空気調和設備の平面図及び断面図 

(７) 空気調和系統図 

(８) 特定建築物の所有者以外に特定建築物維持管理権原者がある場合（(９)に規

定する場合を除く。）にあっては、当該特定建築物維持管理権原者が当該特定建

築物の維持管理について権原を有することを証する書類 

(９) 特定建築物の所有者以外に当該特定建築物の全部の管理について権原を有す

る者がある場合にあっては、当該者が当該権原を有することを証する書類 

(10) 建築物環境衛生管理技術者の免状の写し 

（新設） 

 

 

 

２ 「特定建築物の面積」の欄には、延べ面積を記載すること。 

３ 「用途内面積」の欄には、特定建築物の用途部分、便所等の付随部分及び倉庫等

の附属部分の面積を記載し、「用途外面積」の欄には、専ら特定建築物の用途以外

の部分の面積を記載すること。 

４ 「特定建築物維持管理権原者」及び「特定建築物の所有者（所有者以外に当該特

定建築物の全部の管理について権原を有する者があるときは、当該権原を有する

者）」の欄には、法人にあっては「住所」の欄に主たる事務所の所在地、「氏名」の

欄に法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

５ 届書等の用紙の大きさは、図面等のやむを得ないものを除き、日本産業規格Ａ４

とすること。 

 



新 

別記第２号様式（第３条関係） 

 その１ 

特定建築物届出事項変更届書                

年  月  日 

保健所長      様 

届出者 住 所(法人にあっては、主
たる事務所の所在地) 

氏 名(法人にあっては、名
称及び代表者の氏名)  

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第５条第３項の規定により、次のとお

り届け出ます。 

特 定 建 築 物 の 名 称  

特定建築物の所在場所  

特 定 建 築 物 の 用 途  

変 更 事 項  

変 更 前  

変 更 後  

変 更 年 月 日 年    月    日 

注１ 添付書類 

(１) 建築物の増・改築を伴う変更の場合は、変更に係る各階の平面図 

(２) 主要な構造設備の変更の場合は、当該設備の平面図及び断面図 

(３) 特定建築物の所有者以外に特定建築物維持管理権原者がある場合であって、

当該特定建築物維持管理権原者の変更を伴うとき（(４)に規定するときを除

く。）は、その変更後の特定建築物維持管理権原者が当該特定建築物の維持管理

について権原を有することを証する書類 

(４) 特定建築物の所有者以外に当該特定建築物の全部の管理について権原を有す

る者がある場合であって、当該者の変更を伴うときは、その変更後の当該権原を

有する者が当該権原を有することを証する書類 

(５) 建築物環境衛生管理技術者の変更の場合は、その免状の写し 

(６) 建築物環境衛生管理技術者の変更の場合であって、当該建築物環境衛生管理

技術者が同時に２以上の特定建築物の建築物環境衛生管理技術者を兼ねるとき

（既に届け出ている建築物環境衛生管理技術者が他の特定建築物の建築物環境衛

生管理技術者を兼ねることとなったときを含む。）にあっては、建築物における 

旧 

別記第２号様式（第３条関係） 

 その１ 

特定建築物届出事項変更届書                

年  月  日 

保健所長      様 

届出者 住 所(法人にあっては、主
たる事務所の所在地) 

氏 名(法人にあっては、名
称及び代表者の氏名)  

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律第５条第３項の規定により、次のとお

り届け出ます。 

特 定 建 築 物 の 名 称  

特定建築物の所在場所  

特 定 建 築 物 の 用 途  

変 更 事 項  

変 更 前  

変 更 後  

変 更 年 月 日 年    月    日 

注１ 添付書類 

(１) 建築物の増・改築を伴う変更の場合は、変更に係る各階の平面図 

(２) 主要な構造設備の変更の場合は、当該設備の平面図及び断面図 

(３) 特定建築物の所有者以外に特定建築物維持管理権原者がある場合であって、

当該特定建築物維持管理権原者の変更を伴うとき（(４)に規定するときを除

く。）は、その変更後の特定建築物維持管理権原者が当該特定建築物の維持管理

について権原を有することを証する書類 

(４) 特定建築物の所有者以外に当該特定建築物の全部の管理について権原を有す

る者がある場合であって、当該者の変更を伴うときは、その変更後の当該権原を

有する者が当該権原を有することを証する書類 

(５) 建築物環境衛生管理技術者の変更の場合は、その免状の写し 

 （新設） 

 

 

 



新 

衛生的環境の確保に関する法律施行規則第５条第２項の規定による確認の結果（同

条第４項の規定による意見の聴取を行った場合は当該意見の内容を含む。）を記載

した書面の写し 

２ 「特定建築物の名称」、「特定建築物の所在場所」及び「特定建築物の用途」の欄

には、特定建築物届書に記載した名称等を記載すること。 

３ 届書等の用紙の大きさは、図面等のやむを得ないものを除き、日本産業規格Ａ４

とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧 

 

 

 

２ 「特定建築物の名称」、「特定建築物の所在場所」及び「特定建築物の用途」の欄

には、特定建築物届書に記載した名称等を記載すること。 

３ 届書等の用紙の大きさは、図面等のやむを得ないものを除き、日本産業規格Ａ４

とすること。 
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